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令和元年度 建設施工と建設機械シンポジウム 70周年記念特別講演 

 

次世代の建設生産システム 
 
立命館大学理工学部教授 建 山 和 由 氏 

 はじめに 

 皆さん、こんにちは。御紹介いただきました立命館大学の建山と申します。 

 今年のシンポジウムは、協会ができて70周年に当たるということで、それに関係した特別講演をし

ようということになり、次世代、これからの建設生産システムについて話をするように申しつかりま

した。現在進行している話でもその全容を掴むのは簡単では無いのですが、これから将来どうなるか

は、正直非常に難しいテーマです。 

 何を話そうかといろいろ悩みました。本日配られているプログラムの講演タイトルは「次世代の建

設生産システム」（仮）と（仮）が付いています。1ヶ月以上前から何を話させていただくか、思案し

てきたのですが、どこまで何を話せるかなかなか決められず、内容に合わせてタイトルを変えるかも

しれないなということで、最後まで（仮）でした。実は、つい先ほどまでスライドに手を加えていま

した。そんな状況ですので、これからの建設生産システムといいましても、あくまで私がこう考える

という私見ということで、お聞き下さい。 

 

１．現状を振り返って ～i-Constructionの目指すところと到達点～ 

 まず、最初に現状を振り返ろうと思います。御承知のとおり、約４年前に国交省がi-Construction

という新しい施策をスタートさせました。これが何を目指していて、また、どこまで到達しているの

かについて簡単におさらいしようと思

います。 

 この施策が出てきた起点は、御承知の

とおり、日本の人口統計です。図－１は

日本の人口変化を表わしています。日本

も2007 年頃をピークに、人口が増加か

ら減少に転じました。これからどんどん

人口が減っていく、そういう時代を迎え

ます。 

 高齢社会になっていくといわれてい

ますが、高齢者数は実は増えません。          
図－１ 日本の人口変化 
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 この下のピンクと水色の部分が高齢層なのですが、今後定常か、微減です。それよりも問題なのは、

このオレンジ色の部分、15 歳から 65 歳まで、俗にいう生産年齢人口、働いて社会を支える、この年

代の人たちが大きく減っていくということです。 

 これを日本の人口ピラミッドで見て頂だこうと思います。図－２は 2015 年の日本の人口ピラミッ

ドです。０歳から100歳まで、左が男性、右が女性です。青い部分が、ここでは就労者層となってい

ますが、15歳から65歳まで、働いて主に社会を支える生産年齢人口と呼ばれる部分です。 

 

 これがどう変わっていくのか、この青い部分に注目して頂けたらと思いますが、10 年後から 40 年

後にかけて10年ごとに見ていくと、すごい勢いで生産年齢人口がやせ細っていくことがわかります。

もちろん出生率をいくらにとるかによって若干の違いはありますが、それでも生産年齢人口が大きく

減っていくということは間違いのないことです。 

 これをグラフに表したのが、図－３です。日本の生産年齢人口は、2015年を起点にすると、30年間

で約30％減るとみられています。30年で30％ですから、毎年１％ずつ減っていきます。10年で10％、

20 年で 20％、30 年たつと、あらゆる分野に人が足らない、そういう時代を迎えていくということだ

と思います。このことは、建設業にとっても当然、大きな影響を及ぼします。 

図－２ 日本の人口ピラミッドの推計 
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 建設産業というのは、いまでも担い手

の確保に苦慮しているところがあるの

ですが、それがますます深刻化していく

だろうということとともに、生産年齢人

口が減っていくということは、当然、税

収も減って、インフラの使用も減ってき

ます。インフラ投資は、社会を支えてい

くという意味では、拡大していって、増

やしていってほしいのですけれども、な

かなかそういうことも期待できない、そ

ういう時代を迎えているということか

と思っています。                   

 最近、ショックだったのはこの図－４

です。これま、有効求人倍率の推移を表

わしたグラフです。有効求人倍率は、企

業等が求人している人数に対して、就職

希望者がどれだけいるのかという割合

です。一般の全産業平均は1.3倍とか1.4

倍ぐらいです。それが建設業は、2010年

あたりから急激にふえてきて、4倍、5倍

を超えてきています。一部の工種、躯体

工事などでは 10 倍を超えているような

ところもあります。なぜ建設業だけがと

いう気もしますが、建設業は担い手の確

保で、随分、苦しんでいます。これが，

今後、ますます厳しい状況になるとみら

れています。。 

 図－５は、日本のインフラ投資の推移

を表わしています。1990 年位をピーク

に、日本のインフラ投資は、どんどん減

ってきています。最近、若干、持ち直し

図－３ 深刻化する生産年齢人口の予測 

図－４ 高騰する建設業の有効求人倍率 

図－５ インフラ投資の推移 



- 4 - 

 

ているところはありますが、特にこの水色の部分、新規工事は１９９０年頃のピーク時に比べると半

減していると言われています。一方で、黄緑色の部分、これは維持補修の工事ですけれども、これは

決して減ることはなく、これから増えていくことになります。 

 維持補修の工事は，新設の工事よりも難しい場合が多いと思います。例えば更地に新しい家を建て

なさいと言われたら、材料を持ってきて組み立てれば家が建ちますが、40年、50年、使った家をメン

テナンスしなさいと言われたら、まずどこが傷んでいるか探さなければなりません。壁に亀裂が入っ

ていたら、なぜ、その亀裂が入ったのかという原因を特定して、その原因を取り除く形で補修方法を

決めて、かつ家を使いながら直さないといけない。こういった難しい、複雑な工事がこれから増えて

くる時代になります。 

 さらに自然災害という点からも、建設業は厳しい対応を求められるようになってきています。 

図－６は、時間当たり50ミリを超える

雨が、年間、何回降ったかというのを表

わしたグラフです。当然、雨のない年も

あれば、たくさん雨が降る年もありま

す。ただトレンドとしては、間違いなく

時間50ミリを超える雨の回数は増えて

きています。今年も大変な豪雨があり

ました。雨だけじゃなくて、地震もそう

です。火山災害もそうです。日本の災害

は激化してきていると言われていま

す。 

そういった災害に備えていく、すなわち防災という取組みが重要になってくるわけですが、問題は

どこまでの災害に備えるのかということです。もちろん、お金をかければかけるほど、災害に強い構

造物をつくることができます。けれども、公共事業である限り、無尽蔵にお金をかけることはできま

せん。そうすると、一般の人にも説明しやすいのは、過去に起こった最大の災害に備えることができ

るという基準を決めて、それに基づいて整備を行っていくという方針です。これだと皆さんに納得し

てもらい易いと思います。国では、この考え方に基づき、インフラの整備を行っています。 

 ただ、問題は、過去起こった災害を超えるような災害が平気で起こるような時代になってきている

ということです。今年、発生した台風 19 号では、多くの地域が大きな被害を受けられました。10 月

の国土交通省の発表では、20水系・71河川・140ヵ所で堤防が決壊したと報告されています（図－７）。

図－６ 豪雨発生回数の推移 
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これだけの河川で、一気に被災が起こる

というのはこれまで余り経験が無かっ

たのでは無いでしょうか。 

ということは、これまで例えば300年

に一度とか、500年に一度起こると思っ

ていた雨が、10年、下手したら毎年平気

で起こるような時代をこれから迎えて

いくかもしれません。そんな中で、これ

までの基準に基づく整備では不十分で、

やはり基準自体も厳しい見直しを迫ら

れてくると思っています。 

 耐震補強も同じです。日本の耐震基準

は、大正末期の関東大震災の前後に作ら

れたのでしょうか。あれ以降、大きな地

震が起きる度に耐震基準は強化されて

います。それと同じように、これからは

災害の基準はハードルがどんどん高く

なっていくことになっていくだろうと

思っています。 

 図－８にこれまでお話した「建設が置

かれている状況」をまとめておきます。 

深刻化する建設従事者の不足、特に熟練技術者の不足というのは、これから大きな課題になってく

ると思われます。人口減、税収減、さらにインフラを使う人たちの数が減ってくるわけですから、当

然、インフラ投資予算の縮小というのも、ある程度、覚悟しておかなければなりません。一方で、維

持補修・更新、あるいは災害対策の強化という、いままでよりも難しい工事をこなしていかなけらば

ならない。人もお金も限られている中で、いままでよりも複雑で難しい工事をこなしていかないとい

けない、そういう時代を迎えているということだと思っています（図－８）。 

 建設に従事する我々の役割というのは、社会に対して、将来にわたって、安定的にインフラを提供

していくことです。ただ、いままでの延長線上での議論をしていたのでは、もう対処できなくなって

きている、そういう状況になってきていると思っています。 

図－７ 防災の基本的な考え方 

図－８ 対応に迫られる建設産業 
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 それに対して建設業の実情はどうか

というと、例えば建設業の年間の総賃金

は最近、若干よくなってきていますが、

それでも、全産業平均に比べると2割ぐ

らい低いと言われています。一方で、労

働時間はどうかというと、建設業は全産

業平均に比べると、15％ぐらい長く働い

ていると言われています。さらには事故

に着目すると、就労中の死亡者の数は、

全産業中の実に 3 分の 1 が建設業に集

中しています（図－９）。 

もちろん建設業の就労環境や就労条

件は、一時に比べると随分とよくなって

います。随分改善されてきましたが、そ

れでもまだ他産業に比べると、「きつい」

「汚い」「危険」という俗にいう３Ｋの

状況を脱っしきれていない、そういう状

況があると思います。 

 その原因がどこにあるかというと、よ

く言われているのは、低迷する労働生産

性です。図－１０は、1996 年から 20 年間の産業別の労働生産性の推移を表しています。ここでは１

人１時間当たり、お金に換算していくらの仕事をしたかという指標で、労働生産性を表しています。 

 注目していただきたいのは製造業で、生産ラインにファクトリーオートメーションと呼ばれる自動

化技術や様々な合理化技術を導入することによって、20年間で労働生産性を約2倍に上げてきていま

す。一方で建設業は、生産性を上げるどころか逆に下げてきました。最近、若干、持ち直しているよ

うですが。なぜ下げてきたかというと、先ほど見て頂いたとおり、インフラ投資がどんどん減ってい

く中で、企業の数も就労者の数もそれほど減らなかったため、どんどん小さくなっていくパイをたく

さんの人で分け合いながら仕事をすることになり、結果として、生産性を上げる必要がなかったとい

うことです。ただ、ここに来てそうは言っていられない状況に陥ってきたということです。 

 このグラフをどう見るかですが、建設業というのは、労働生産性を上げることはできない、そうい

う産業として見るのか、あるいは、ここ、こんなに空いておるわけです。いままで努力してこなかっ

図－９ 就労状況の産業別比較 

図－１０ 産業別労働生産性の推移 
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ただけで、その気になればいくらでも生産性を上げることができる、そういうポテンシャルを持った

産業として見るか、どちらとして見るかです。当然、後者として見たいわけです。建設業というのは、

生産性を大幅に改善することができる、そういう可能性を持った産業だと考えていこうというのがi-

Constructionの考え方のスタートになっています。 

 こういう背景で、国土交通省は3年半

から4年前に、「きつい」「汚い」「危険」

の３Ｋにかえて、「給料」「休暇」「希望」、

この 3 つのＫで明るい展望を持つこと

ができる新３Ｋの産業に体質を変えて

いこうということで、生産性の画期的な

改善を目指した施策をスタートさせま

した。これが i-Construction です（図

－１１）。 

 i-Constructionを、ＩＣＴを導入して            

施工を合理化することだというふうに思っておられる方もおいでになると思いますが、決してそうで

はありません。正確に言うと、それだけではありません。目的は、先ほども言いましたように、生産

性を画期的に改善して、新３Ｋの実現によって建設業の体質を変えていくことです。それを実現する

ための施策の柱の一つとして、ＩＣＴを活用して、これまで人手に頼っていた作業を省力化していこ

うというのも、もちろんあります。 

 その他にも、例えば、一件、一件、設計して、現場でつくっていく単品生産の形を取ることの多い

建設業において、標準化や規格化を行って、部材を工場でつくって、それを現場に運び込んで組み立

てる方式により現場作業を減らし、生産性を上げていこうとする取り組みや、さらには、年間を通じ

て平準的な発注を行う取り組みも始まっています。単年度予算に基づく現行の発注制度では、4月、5

月は仕事の発注が少なく、夏ぐらいから増え出して、年度末に集中するという発注形態にならざるを

得ません。こういう発注形態だと、企業側は年度末のたくさん仕事があるときに受注するために、人

も機材も資材も置いておかないといけないのですが、そうすると年度初めの 4 月、5 月にそういう人

や資機材は遊んでしまうことになります。そういうことがないように、年間を通じて平準的な発注を

行うことも目指されています。このように、いろいろな取り組みを通じて生産性を上げて建設業の体

質を変えていこうというのが、i-Constructionの目指しているところです。 

図－１１ i-Constructionの目指すところ 
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それぞれの柱の施策が、どのぐらい効

果を納めているのかを国土交通省が公

表しているデータで見ていこうと思い

ます。 

まず１つ目、ＩＣＴの全面活用です。

土工、舗装工、河川の浚渫工では、3割

から4割の作業時間が縮減をされて、生

産性が大幅に向上していることがわか

ります（図－１２）。 

 また、プレキャスト活用効果というの

も、かなり目に見える形で出てきている

と思います。Ｌ型擁壁、あるいはボック

スカルバートなども、プレキャストの部

材を使って合理化を図っていく流れが、

最近のデータでは、はっきり見える  

ようになってきていると思います（図－

１３）。 

 発注の平準化の導入状況は、図－１４

から確認することができます。この図

は、平成 27 年度と平成 30 年度に関し

て、それぞれの年度全体の平均発注件数

に対する 4 月から 6 月期の平均発注件

数の比を表したグラフです。「平準化率」

と呼ばれる指標ですが、当然この値が１

に近いほど、4 月～6 月も年間平均的な

発注がなされていると言うことができ

ます。逆に、この値が小さいほど、4月

～6月の発注が少ないことになります。                       

国土交通省の発注、都道府県の発注、

政令指定都市、市町村、それぞれ見てい

くと、やっぱり地方にいくほど、この値

図－１２ ICTの全面活用による生産性向上の効果 

図－１３ プレキャスト化導入の状況 

図－１４ 発注の平準化の進捗状況 
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は低くなっていて、どうしても年度初めの発注は低いということがわかると思います。徐々に改善は

してきているようですが、市町村までいくと、まだまだで、年度初めは、通年平均の半分ぐらいに留

まっています。 

これらの結果から、i-Constructionが

スタートして、3つの柱の施策は、徐々

に効果が現れてきているとみることが

できますが、それで十分かというと、ま

だまだ改善すべき点はあると思ってい

ます。いくつかの点でそれを見ていこう

と思います（図－１５）。 

 まず、生産性向上効果が、建設業にお

ける新３Ｋ実現にどれだけ反映されて

いるのかということです。  

図－１６の左のグラフは、労働生産性

の推移を表わしたグラフです。i-

Construction がスタートしたのは 2016

年ですから、それ以前から労働生産性の

向上を目指した取り組みが行われて、効

果が出ていることがわかります。特に一

般製造業に比べても順調に改善してき

ていることは注目すべきことかと思い

ます。 

 図－１６の右のグラフは、年間総賃金

の推移を示しています。建設業は結構伸

びてきていることがわかります。特に2016年のi-Constructionがスタートした後は随分伸びてきて

います。i-Constructionだけではなく、様々な要因が重なったということだと思いますが、年間総賃

金はどんどん伸びてきて、一般製造業に近いレベルにまで達してきているということが、このグラフ

から判ります。そういう意味で、賃金という面ではかなり改善が見え出しています。 

図－１５ さらなる推進が求められる視点 

図－１６ i-Constructionの成果１ 
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 一方で、労働時間はどうかというと、

図－１７の左のグラフでその変化を見

ることができます。建設業は、徐々に下

がってきていますが、他産業に比べる

と、労働時間の削減は未だ十分には進ん

でいないといわざるをえません。 

 安全性も同様です。図－１７の右のグ

ラフの死亡事故件数を見ると、あるとこ

ろで下げ止まっていて、それ以下に下げ

ることができないという状況です。  

これらを見ると、データの上では労働生産性の向上というのは一定の効果を見せているけれども、

それを就労時間の削減や安全性の向上、事故防止に確実に結びつけるところまでは、必ずしもいって

いないということかもしれません。 

 仕事は、実は合理化等で徐々に減ってきているけれども、就労者、特に現場で作業をしている人に

とっては、さっさと家に帰れない事情があるのかもしれません。空いた時間ができたら、そこで何か

仕事を入れてしまうとか、ある意味、そういう文化みたいなものがあるのかもしれません。いままで

引きずっている文化みたいなものがあって、なかなか実際の仕事量が減ってきても、それに見合うよ

うな働き方ができていないのかもしれないと想像しています。そういうところを意識して変えていく

ことが必要なのかと思っています。 

 それから、もう一つは、i-Constructionの中小の地方自治体への普及ということも、いままで以上

に進めるべきだと思っています。図－１８は、公共事業の地方と国の発注の割合を表わしたグラフで

す。日本の公共事業の3分の2から4分

の3は地方発注工事です。そういう意味

で、i-Constructionは、地方発注の工事

で取り入れられて、また普及して初めて

成功と言えます。しかし、現状では必ず

しも成功と言えるところでは到達して

いません。 

 私のホームのある近畿地方整備局管

内でも、地方自治体の土木の担当者の方

に来ていただき、「i-Constructionをや

図－１７ i-Constructionの成果２ 

図－１８ 公共事業の発注状況 
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りましょう。」という普及活動をされていますが、特にローカルの小さな自治体ほど、i-Construction

は国の大きな工事でやるもので、自分たちとは関係ないと思っているところが多いようです。 

 でも、実はそうではありません。これから地方では人口がどんどん減ってきます。当然、税収も減

ります。技術者もどんどん減らされていく。これにも拘わらず、高度成長期に造ったインフラがどん

どん劣化していきます。このままいくと、多分、中小規模の地方の自治体は、インフラを市民に対し

て安定して提供していくことができなくなるようなところが出てくるのではないかと思っています。 

 そういう意味で、i-Constructionというのは大きな工事だけではなく、本来は中小の地方自治体が

率先して取り組んでほしいテーマだと思っています。多少なりとも余裕があるいまの段階で、合理化、

省力化を目指した取り組みをしていただく必要があると思っています。 

 このため、我々は、決して大きな工事

だけでなく、小規模な工事でも、合理

化・省人化をはかることのできる技術

の開発に積極的に取り組んでいかなけ

ればならないと思っています。また、よ

い事例は、情報をオープンに共有して、

他の自治体でも追随してもらうための

ネットワークをつくっていくことも重

要になってくると思っています（図－

１９）。                        

 図－２０は、人口5 万 6,000 人程度

の中小の地方都市において 2016 年に行

った水道事業のアセットマネジメントの

推計、予測結果です。 

 人口が減り、生産年齢人口も減ってく

ると、水道の使用も減ってきます。この

ため、水道料金収入からなる事業収入は

減少して行きます。一方で、水道施設は

年々劣化していきますので、補修と更新

をしていかなければならず、そのための

費用を含めると、事業支出はどんどん増

図－１９ 地方自治体にこそ必要なi-Construction 

図－２０ ある地方都市の水道事業の状況 
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えていきます。結果として、事業支出が

事業収入を超えてしまっています。これ

から益々赤字経営になっていくという

ことです。こういう自治体もこれから増

えてくるだろうと思っています。 

 自治体の中には、このままではやって

いけなくなるということで、民間活力を

利用するところも出てきています。図－

２１は東京都府中市の道路事業です。府

中市はこれまで道路の清掃、植樹・伐採、

補修などの道路のメンテナンスの作業

を担当者が個別に別々の会社に発注していましたが、それらを全て一括して企業グループ JV に発注

して、かつ統括管理を委託するとういう公共事業の方式を始めました。 

 2014 年から16 年の 2年間は、駅前の市域の１％程度のエリアで始められましたが、現在は市域の

4分の1まで広げて、2021年からは市の全域の道路を委託管理していかれる計画です。たしか、宮城

県では、水道を外部発注するという議論もあったと記憶しています。このような自治体も、これから

増えてくるかもしれません。 

 

 それから、もう一つ、力を入れるべき

と思うのは事故防止、安全性向上です。

図－２２は、先ほど見ていただいた就労

中の死亡者の数の推移です。建設業も、

一時に比べると、随分、就労中の死亡者

の数は減っています。減っているのです

が、やはりなくすことはできません。い

まだに、建設業における就労中の死亡者

数は全産業の3分の1を絞めています。

これは何とか変えていかなければなり

ません。 

ただ、i-Constructionを契機にＩＣＴを活用して施工に伴う事故や災害減らそうという議論が始ま

っています。それにはいくつかの方法があると思います（図－２３）。 

図－２１ 包括契約発注の事例（府中市のHPより） 

図－２２ 就労中の死亡事故発生件数の推移 
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一つは、省人化により、現場に人が入

る機会を減らすことによって、例えば重

機と人が接触して事故になるようなケ

ースを減らす効果を期待するというこ

とです。ＩＣＴを活用すると、測量や帳

張りなどの現場作業が少なくなります。

このため現場にヒトが入る機会が大幅

に減り、建設機械とヒトが接触するよう

な事故は当然減らすことが期待できま

す。また、プレキャスト製品の活用で、

現場作業を減らすことができるので、事

故を減らす効果も期待できます。 

 それから、ICTを導入すると事故の発

生自体を抑える効果も期待することが

できます。本日のポスターセッションで

も、優れた技術がいくつも展示されてい

ましたが、事故が起こりそうになった

ら、機械やセンサーが反応して、それを

教えてくれたり、あるいは作業を止める

などにより事故の発生を防いでくれる

ような効果もあると思っています。 

 検知センサーとしては、図－２４に示

すように、超音波、画像やレーザーを始

め、様々なセンサーがありますが、これ

らは、現有の建設機械等にを後付けで取

り付けることができるので、事故が起こ

ることを検知して、ブザーやランプで警

告を発っしたり、あるいは機械の動作を

停める機能を追加することができます。 

あと安全教育も、ICTを活用して高度

化しています。特に、VＲを利用して、現

図－２３ ICT導入による事故防止の視点 

図－２４ ICTを活用した事故の警告・回避技術の事例

図－２５ VRを活用した事故の臨場体験技術の事例 
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場における事故の臨場体験は非常に有効な教育ツールと考えています。図－２５は、その一例ですが、

ヘッドマウントディスプレイを装着すると、現場における仮想的な事故体験の３Ｄの画像を見ること

ができます。このケースは多分、このヒトが下がってきた重機に轢かれる場面を想定していると思い

ます。私も先日、体験させていただきました。私は数十ｍの高さの橋梁架設の現場で、架設工事の足

場をかけていて作業中に安全帯を付けていなかったために、そこから落下するという体験をしたので

すが、臨場感が非常に高く、足がすくみました。この他にも、法面工事をしているときに法面が崩れ

て来て土砂に埋まってしまうなど、かなりリアルな体験がでます。リアル過ぎて、心臓の悪い人は決

して体験しないでくださいの注意書きがあるほどです。 

 こういう技術のいいところは、実際に仮想的な体験ができるということと、現場で作業する人だけ

ではなく、監督の人や発注者の人も体験することができることです。そうすると、事故がどういう場

面で起こるのかの知識を工事関係者が共有することができるため、自分の現場で事故を減らすにはど

うしたらいいのかを関係者が一緒に議論することができます。こういう効果も出てきているのかなと

思っています。 

 今日のポスターセッションを見せて頂いていると、その他にも安全に関わる様々な技術が紹介され

ていました。ＡＩを使って画像を分析して、事故につながるような事象を見つけて事前に何らかの処

置をするような技術もありました。こういう技術を使って事故を減らしていこうという取り組みは、

これからもどんどん発展していってほしいと思っています。  

 建設業労働災害防止協会ではホームページを立ち上げ、ICT を活用して事故防止を図るための様々

な技術とその活用事例を紹介すると共に、ユーザーから「こんな技術が欲しい」であったり、あるい

は「この技術は使い難いので改良が必要だ」など、いろいろな要望を聞き、それを開発者に伝えて、

新しい技術開発を誘発する双方向の成長型のデータベースを公開・運用しておられます（図－２６）。 

そういったものも活用して、事故を減

らしていって頂くといいと思っていま

す。 

こういう形でi-Constructionがスタ

ートして 4 年目になって、一定程度進

んでいるところもあります。一方で、ま

だまだ取組むべき課題も残っていると

思っています。これからも引き続き進

めていく必要があると思います。この

あたりが、これまでの総括のお話です。 
図－２６ ICTを活用した事故防止技術のデータベース

（建設業労働災害防止協会HP） 
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２．次世代の建設生産システム 

 ここからが今日の主題です。次世代の

建設生産システムということですが、ま

ず、「次世代」というのは、いつ頃を想定

すればいいのかを考える必要があると

思います。10年先か20年先か、30年先

か、それにより建設技術も大きく違って

いると思います。また、いまは生産性向

上と言っていますが、その次に来るもの

は何かということも考えなければなら

ないと思います（図－２７）。 

 まず考えたのは、10 年後、20 年後の

社会がどうなっているのかということ

です。皆さん、想像つきますか？。一つ

のヒントとして、「Society 5.0」という

のがあります。これまで、Society 1.0、

2.0、3.0、4.0を経験して、これからは

Society 5.0を目指していくことを国が

標榜しています。 

 ネットワークが発達した社会では、バ

ーチャルな仮想空間と現実空間がある

わけですが、Society 4.0の段階では、現実空間で情報が入ってくると、それをクラウドに上げ、ク

ラウドにストックされた情報を限られた人が利用するといった形の情報の利用の仕方でしたが、

Society 5.0では現実空間のいろんなデータを全てバーチャルの仮想空間に上げていき、ビッグデー

タとしてそれをＡＩが分析して、その結果を他の人たちも自由に利用できるような社会を目指してい

くということかと思います（図－２８）。 

 おそらく社会はこの方向に向かっていくのだろうと思います。こういう見通しを持った上で、社会

がどうなっていくのかを考えるということでしょうか。 

 実は、自分の大学のことで恐縮なのですが、立命館大学でも学園ビジョン・中期計画をいま、作っ

ています。立命館大学では、10年ごとにビジョンと計画をつくって、それに則って学園改革を進めて

図－２７ 次世代の建設生産システム 

図－２８ Society 5.0が目指す社会 
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います。いまは、2011年から2020年ま

でのビジョンと計画に基づいて取り組

みを行っていますが、次は 2021 年から

2030年までの10年間のビジョンと中期

計画を立てようということで、いま、議

論を行っているところです。 

 その議論の際にまず行ったのは、2030

年までということですので、いまから10

年後、2030 年がどんな社会になってい

るのか、みんなで予測しようということ

です。立命館大学は、医学部と農学部はありませんが、他はほぼ全ての学部あるものですから、そこ

の専門家と呼ばれる人たちに集まってきてもらって、10年後，社会がどうなっているのかというのを、

それぞれの専門分野から見通しを話してもらいました。（図－２９） 

 結構、熱く議論しましたが結論は、わからないということでした。日本は急激に人口減少していま

すが、世界では、アフリカを中心に人口はどんどん増えていっています。ＡＩ、IoT などの先端技術

がどんどん発達していって、社会はすごい勢いで変わっていきます。ここ5年を見ただけでも、社会

は大きく変わっていて、その社会を変えている原動力の理由の一つはやはり IoT、インターネットな

どの新しい技術と言えると思います。これから10年間、技術がさらに進歩していく中で、それが社会

にどんな影響を与えるのかは情報理工の専門家の先生ですら予想できません。 

グローバル社会はこれまで以上に進展していくと思われますが、一方で自国第一主義みたいなもの

も台頭してきています。いろんなことを考えると、10年先はおろか、5年先だって予測するのは難し

い。いままで我々が経験に基づいて信じてきた価値観が、根底から覆されるような事象が平気で起こ

るかもしれません。そういう時代を我々は迎えているのだろうということになりました。 

 そうすると、世の中がどのようになっていくから、大学はそれに合わせてこう変わっていきましょ

うという議論をするのではなく、どうせ予測できないのであれば、無理して将来の社会を予測するの

ではなく、これからの社会はこうあるべきだという姿を積極的に提起して、その実現に向けて果敢に

挑戦する、そういう大学を目指していこうと言うことになりました。それで「挑戦をもっと自由に」

と、ちょっと格好いいビジョンを立てまして、このビジョンに基づいて、これを具現化する中期計画

をいま、つくっています。 

 そう考えると、建設も一緒です。建設が 10 年後どうなっているのかを予測するのではなく、むし

図－２９ 立命館の学園ビジョンR２０３０ 
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ろ、これから激動する社会の中で建設は

どうあるべきかを、まず設定した上で、

それを実現するためには我々は何をし

なければならないのかということを考

える。この考え方のほうが良いのではな

いかと考えました。 

 それでは、建設からみたこれからの社

会の理想像はどのようなものかですが、

一つは、必要なインフラが安定的に提供

されている社会、これは絶対必要ですよ

ね。道路も、鉄道も、港湾も、空港も、河川も、公園も、上下水道も、電気も、ガスも、通信も、少

なくともいままでと同レベル、あるいはそれ以上に安定的に供給されている必要がある、というのが

まず一つ目の理想でしょう。 

 二つ目は、災害に強い社会。これも当然、必要ですね。昨今の自然災害の激しい状況を鑑みると、

これは絶対必須の条件かと思っています。 

 生活の豊かさを感じることができる社会というのもあります。あと、最近のところでは、ＳＤＧｓ

で目標とされる社会などもこれから目指していく社会だろうと思っています。ほかにもあるかもしれ

ませんが、私がすぐに思いつくのは、こんなところです（図－３０）。 

 次に、このような理想的な社会をどのようにして実現するかが問われます。そのためのツールは、

どんどん進化してきています。ＡＩもそうです。IoT も、ＢＩＭ／ＣＩＭなんかもどんどん普及し出

しています。ロボット、センサー、映像、ＶＲ・ＡＲ・ＭＲ、３Ｄスキャナー、３Ｄプリンター、い

ろんなものがツールとして出てきています。他にももっとあると思います。そういったものをうまく

使って、いかにして理想的な建設を実現していくのかということを各人が考えていく時代になってく

るだろうと思っています。 

 こういう時代の中で、皆さんは何をすべきだと思われますか。「ＡＩを使って、災害に強い社会を作

ろう。」、「ロボットを使って、生活の豊かさを感じる社会をつくろう。」ということもあるかもしれま

せん。まず，優先して何をすべきだと思われますか？。 

 私はいま、一番考えなければならないことは、「これらの改革を誰が担うのか」ということだと思い

ます（図－３１）。 

 建設改革が起こるとすれば、それには誰かが何かを始める必要があります。誰も何もしなければ，

何の変化も起こりません。いま、世界中でいろんな変化が起こっています。それらも元をたどれば、

図－３０ 建設から見たこれからの社会の理想像 
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多分、誰か一人の発想と、やろうという

意志に行き着くことでしょう。誰かが仕

掛けているわけです。それが広がってい

って、繋がって、いまの時代をつくって

いるわけです。 

 改革というのは、最初は一人の発想と

意志からスタートするものです。ただ

し、それを実現していくための力も必要

です。これがないと、次の時代は作って

いけません。そう考えたときに、おそら

く、いま、一番大事なのは、「そういった

社会の新しい流れを積極的に作ること

のできるイノベーティブな人材をいか

にして育てていくのか」を考えることだ

ろうと思っています。 

 実は、これはいまの建設業が一番弱い

ところです。図－３２は日本のインフラ

整備の推移を表わしています。何をもっ

て整備率100％とするかは厳密には議論

が必要かもしれませんが、日本のインフ

ラは、明治になって、鉄道から始まって

上水道・下水道、高速道路等々を急速に整備してきました。海外からも驚かれるほど短期間に、一定

品質のインフラを効率的に造ってきたのです。                        

 これを行うために何をしてきたかというと、まず設計を体系化して、基準を作って、施工のマニュ

アル化を図って、その通りやっていたら一定品質のものが効率的に造られる、そんな仕組みを作って

きたわけです。そのおかげで、日本は短期間に品質のいいインフラを整備することができました。 

 それはこのやり方の大きな成果なのですが、これをきっちりやり過ぎたものですから、一方で何が

起こったかというと、技術者の仕事が管理業務にかわっていったのです。「自分の担当の工事は、基準

を満たしているか」とか、「マニュアル通りに造られているのか」などをチェックすることが仕事にな

ってしまったのです。 

 そういうふうな仕事になってしまうと、わざわざ、お金をかけて新しい技術を導入しなくても、ま

図－３１ イノベーティブな人材育成の重要性 

図－３２ 日本におけるインフラ整備の推移 
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た勉強して新しい技術を導入しなくても、いままで通りやっていれば効率的にインフラを整備するこ

とができるのだから何の問題も無いのではないか、そういう風潮が出てきたのです。結果として、新

技術導入に対する意欲の低下がもたらされたと思っています。 

 短期間に効率的にインフラを整備することができたとうことは、これまでの方針の大きな成果です

が、一方でいまの時代を考えると、新しい技術導入に対する意欲の低下というのが、逆にマイナス方

向に出てきていると私は感じています。それであれば、これを変えていくための取り組みを進めるべ

きだろうと思っています。 

 先にご紹介したように、Society 5.0とは、これからの社会のあり方を示唆してくれています。デ

ジタル革新をはじめとして様々な技術を使いながら、新しい価値を創造していくことができる。そう

いう社会の像を見せてくれています。ただし、その社会を実現するのは、ＡＩではなくて、ヒトです。

ひょっとすると、30 年、40 年先には、

ＡＩが全てをしてくれる時代が来るか

もしれませんが、少なくともここ 10 年

の間は、これからどんな世界が可能にな

るのかをヒトが思い描いて、その実現に

向けてヒトが働きかける、そういう時代

だろうと思っています。そういう意味

で、鍵を握るのはヒトだといえます。 

ＡＩ、IoT、ロボットは、すぐれた技術

です。でも、道具なのです。それらがど

んどん進化して優れていっても、それを

ヒトがうまく使えなければ意味がありません。逆に、どんどん進化して変わっていく技術を、ヒトが

いかにうまく使いこなして新しい社会をどう切り開いていくのか、それが問われるところだと思いま

す。そういう意味で、ヒトの発想が問われる時代になっていて、ヒトの認知や活動のフレームを変え

る、そういう取り組みがこれから必要になってくるのだろうと思います（図－３３）。 

 私の話で恐縮ですが、私は大学では、いま、そのための教育に力を入れています。研究というより

も人材育成に力を入れています。それは文科省のアントレブレナー育成事業、要はベンチャー育成プ

ログラムの一環です。文科省の募集に応じて立命館でも申請したら採択されて、６年前から実施して

います（図－３４）。 

ただし、立命館大学ではベンチャー育成と云いつつも、起業にはあまり拘わっていません。どちら

かというと、常日ごろの自分の身の廻りのことを当たり前と思わずに、新しい流れなり、新しい取り

図－３３ いま、問われる人の力 
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組みを自分なりに発想して、それを動か

していく意識と力を育成すること、すな

わち、将来のイノベーターを育成すると

ころに力を入れています。 

 そのために、図-３５に示すように、俯

瞰力であったり、チーム形成力であった

り、創造力であったり、こういう素養を

身につけることができるプログラムを

学生たちを対象に行っています。具体的

には、4～5人で１チームになって、特定

のテーマに関するビジネスモデル作りに

チームで取り組んで、その成果を発表し

てもらう。そんな取り組みをしています。 

 ここでは、立命館大学が総合大学であ

るということを活かしています。立命館

大学には、１６の学部と２２の研究科が

あります。大分のアジア太平洋大学まで

入れると、１８学部、２４研究科になり

ます。それらのほぼ全ての学部や研究科

から、１回生から大学院生にいたるまで、

幅広い学生が集まってきます。他大学の

学生や社会人の方が参加されることもあ

ります（図－３６）。その多様性が非常に

重要だと思っています。ユニフォームな

集まりでは、新しい発想はなかなか出て

こないからです。考え方や発想が全く違

う人たちが集まってくることによって、

新しい発想が生まれてきます。例えば、図

－３７に示すように自分が赤い服を着て

いるとします。周りがみんな赤い服を着

ていたら、多分、自分が赤い服を着ている

図－３４ イノベーション人材育成プログラム 

図－３６ 参加者の多様性を重視するプログラム 

図－３５ 立命館大学のイノベーション人材育成 

プログラムの目指すところ 
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ことは、判らないでしょうね。周りの人

がいろんな色の服を着ていたら、世の中

にはいろんな色の服があるのだなとい

うこともわかりますし、そのとき初めて

自分が赤い服を着ているということが

判るはずです（図－３７）。すなわち、

同じような人の集まりよりも、いろんな

人の集まりのほうが、知識と経験の範囲

は圧倒的に広くなります。立命館大学で

は、それを活かして、学生の育成プログ

ラムを実施しています。 

実は、今週末も企業さんにサポート頂きまして、「建設イノベーション」と題して、建設をテーマに

１泊２日でワークショップを実施します。いろんな学部や研究科の学生達がエントリーしてくれてい

ます。こういうイベントに集まってくる学生は、年間延べ 300 人ぐらいです。立命館の総学生数は 3

万7,000人ですから、１％にも満たない数です。しかし、こういうところに集まってくる学生は、ユ

ニークです。いい意味で変な学生が集まってきます。そういう学生たちに、自分の素養を磨いて貰い、

将来、イノベーションを起こすような、そんな可能性を高めてもらう取り組みを続けています。 

 実は立命館大学では、社会人向けにも

同様のプログラムを提供しています。社

会人のリカレント教育として、フロンテ

ィアメイカー育成講座というのを行って

います。ここでは、様々な業種の方々に

集まってきて頂だいて、先ほど見ていた

だいたよりも、もう少し広くテーマを設

定して、ビジネスモデルを考えてもらう

ようなプログラムを実施しています（図

－３８）。 

 ことしは、来年、オリンピック、パラ

リンピックが開催されるということで、「スポーツ」をテーマとして、プログラムを実施しています。

このプログラムには建設業界の方にもお声ががけをして、ご参加いただいています。建設とスポーツ

というと、関係ないように思われるかもしれませんが、関係ないからいいのです。そこからこれまで

図－３７ 多様性が新しい発想を生む 

図－３８ 社会人向けプログラム 
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に無い新しいビジネスを作ることができるかもしれません。はじめから関係ないからと見限ってしま

ったら、何も生まれません。実はそこから新しい展開が開けるかもしれません。いろんな業種の人た

ちが集まってきて居られる訳ですから、そこからいろんな発想や視点を吸収して、新しいものを作れ

るのではないかということで、ご参加いただいています。 

 この社会人向けプログラムでは、今年は「スポーツ」をテーマにしましたが、来年は、「建設イノベ

ーション」をテーマに、未来に働きかける力というプログラムを企画したいと思っています。こんな

形で、イノベーションを将来担う人材をこれから育成していくことに、私はいま、力を入れています。

こういうことが建設業界にとっても必要なのではないかと思っています。 

 ＩＣＴやＡＩなどの先端的なスキルを学ぶことも重要ですが、より広く、「次の社会がどうあるべき

で、それをどのようにして作っていくのかというのを考えて実行できる人を如何にして育てていくの

か」、ということが問われる時代になってきているのではないかと思っています。 

 

 「次世代の建設の理想像」とは何かと

いうことで、図－３９はあくまで私の私

見です。最前線の現場レベルから総合的

な建設システムのレベルまで、いろんな

イノベーションが試行される、そういう

産業になってほしい。現場の技術者も、

発注者の方も、企業の経営者の方も、み

んなが常に一段上を目指して考え、それ

を試行するような、そんなアクティブな

産業になってほしいと思っています。 

 そのために、失敗を叱責するのでなく、

挑戦したことを称賛するような、それが当たり前になるような産業に変わってほしいと思っています。

「アジャイル的試行」というのは、情報分野で採られる開発手法です。新しいソフトを開発するとき

には、まず、小さな次元で簡単なソフトを作って、うまくいくようであれば、それを広げていくよう

な開発のスタイルのようです。これからは、それがいいのではないかなと思っています。日本人は、

新しい手法を導入するときは、失敗があってはいけないということから、完璧なフレームをつくって、

そのフレームを汎用的に適用しようとします。このやり方だと時間がかかります。そうではなくて、

小さくていいので、まずできることからやってみる。うまくいくようであれば、それをどんどん広げ

ていく。そういう改革のやり方が、変化の激しいいまの時代には合っていると思います。 

図－３９ 次世代の建設の理想像（私見） 
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 あと、注目したいのは異分野とのコラボレーションです。i-Constructionが始まって、結構よかっ

たなと思うのは、他分野の人、異業種の人たちが、建設に興味を持たれるようになったことです。こ

れまで建設というのは、先ほども言ったように、技術的にはある程度、固定化しているところが強か

ったため、なかなか他分野、異業種の人たちに関心を持ってもらうことが少なかったのですが、i-

Constructionで技術革新が動きだしたのを見て、自分たちにも新たなビジネスチャンスがあるのでは

ないかということで、結構、関心を持って入ってこられるケースが増えています。 

 明日、本シンポジウムの特別講演で、特許庁の方にお話を頂きます。特許庁というのは、我々が特

許を出したときに、それが特許に値するか否かを審査して、成立した特許を管理するのが仕事だと思

っていたのですが、実は、それだけではないそうです。彼らは、日本だけではなく海外も含めて、世

界中でどんな特許が出されているのか、あるいはどんな論文が出されているのかを分析して、「将来、

こういう方向で技術開発は進んでいくべきだ」とか、「海外ではこういう方向の技術開発を行っていま

す」という情報を、日本の特定の産業に教えてくれるような仕事もしておられます。 

 昨年は、そういった取り組みのテーマの一つが「建設ＩＣＴ」でした。建設は、すごい勢いで変わ

ってきているので、特許庁としてもぜひ調べようということで、1 年間かけて、建設の世界中の特許

や論文を調べて、開発動向を調べて報告書にまとめられました。明日の昼からの特別講演で、そのお

話をしていただきますが、そこでも異業種の人たちがどんどん入ってきておられるという状況が判っ

てきました。こういったところを積極的に活かしながら、建設業として活気ある産業に変わっていっ

てほしいなというのが、私が考えている理想像です。 

 

 これまでは、建設を変えて行く話をしてきました。では、どう変えていけばいいのかということに

対しては、ある程度、視点を持っておく必要があると思っています。今日は残った時間を使って、あ

くまで私見ですが、この三つの視点の

お話をしようと思います（図－４０）。 

 無駄を減らして精緻なマネジメント

にしていこうという話、３Ｄを活用し

てデザイン性を導入しようという話、

担い手に多様性を積極的に導入してい

こうという、三つの話をしようと思っ

ています。他にもいろんな方向性があ

ると思いますが、私が思いつくのは、こ

の三つぐらいです。 図－４０ 建設改革の方向性 
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 まず一つ目は、「無駄の削減・精緻なマネジメント」の話をします。ことし、9月にデンマークのコ

ペンハーゲンへ行きました。たまたま、あるところで知り合った大学の研究者の人に「遊びにおいで」

と言われたので、何人かの方と一緒に行ってきました。せっかく来るのであれば、日本とデンマーク

の建設改革について、それぞれの国の取り組みを紹介し合おうという話になり、私は日本の i-

Constructionの背景や取り組みの話しをしました。 

 彼らは、どんな話をしたかというと

「Lean Construction（リーンコンスト

ラクション）」、トヨタの改善からスター

トしたリーン・マネジメントの話が中心

でした。私は一緒に行った人たちと「リ

ーンって何や？」、「なんか聞いたことあ

るけど何だろうな」という話をしている

レベルでしたが、彼らはリーン・マネジ

メントを建設分野に取り入れようと前

向きに取り組んでいました（図－４１）。 

「リーン（Lean）生産方式」というの

は、トヨタの生産現場から生まれまし

た。トヨタでは 80 年代に、現場の改善

力をトータル的に活かして生産性を上

げていく取り組みをされました。それを

ＭＩＴが研究して体系化したのがリー

ン生産方式、リーン・マネジメントと言

われるもののようです（図－４２）。 

 「lean」には、ぜい肉がない、引き締

まったという意味があるようです。すな

わち、製造工程において無駄というぜい

肉を落としてスリムな生産方式を目指していく、その体系化されたマネジメント方式がリーン生産方

式だそうです。「ジャストインタイム」とか、「カンバン方式」とか、「５Ｓ」とか、「見える化」とか、

いろんな取り組みを通じて、製造工程全体にわたってトータルコスト及びリードタイムを減らしてい

くということだそうです。 
 デンマークではこの考え方を、建設分野に取り入れようとしています。日本では多分、製造業では

図－４１ デンマークでの建設改革WS 

図－４２ リーン生産方式 
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かなり力を入れてやっておられると思いますが、建設分野ではあまり認識されていないのではないで

しょうか。やっておられる企業はおられますか？ 私が知る限り、聞いたことがなかったのですが、

彼らは、これをすごい熱意で取り組んでいます。 
例えば、これは立命館大学の経営学部

のリーン・マネジメントを専門としてい

る先生から教えてもらった話です。ポー

ランドの工場での話です。図－４３の上

の写真は、ある機械の一部を組み立てて

いるところです。図－４３の下の写真

は、その横で行っていた作業です。上は

良いのですが、下は駄目だそうです。何

が違うか、おわかりになりますか？。 
上の作業は、パネルか何かの製作で、

最終の製品を組み立てているところで

す。これは、製作工程の中の主要な作業

で「正味作業」といわれます。これに対

し、下の作業は組み立てに必要な部品を

集めているところで、「付帯作業」とい

われます。 
 正味作業は、本当にその製品を作る工

程ですから、減らすことはできません。

これに対し、付帯作業の部品探しでは、

例えば部品の入った容器を下に置いた

ら、もっと見やすいから早く取れるだろ

うとか、さらにいうと、部品を最初から分類しておいたら、もっと簡単に取れるだろうとか、やり方

によっては効率化、無駄な時間を減らす手段はいくらでもあるわけです。要するに、ぜい肉を減らす

余地はいくらでもあるわけです。 
 リーン生産方式では、このように作業を正味作業と付帯作業と、あと無駄という三つに分け、作業

のぜい肉を減らすことを考える手法です。当然、無駄は取り除く必要があります。また、付帯作業は、

削除すると正味作業が行えなくなります。しかし、合理化・効率化の対象にはなります。作業分析を

行って、それぞれの作業の中で減らすべきところ、合理化で縮小するところ、さらに充実させるとこ

図－４３ 製造業における作業の分析 

図－４４ リーン生産方式における作業の分析 
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ろというのを分割して、それで生産方式を、より無駄のない形に変えていくというのがリーン生産方

式の考え方のようです（図―４４）。 
 こういったことを建設分野にも当てはめようということで、デンマークの人たちは建設作業を分析

して、それによってどんな無駄が削減できるのか、あるいは合理化できるのかという議論を行ってい

ます。 

 図－４５は、先週、届いた案内なです

が、「Lean Construction Congress」、リ

ーン建設会議と訳せると思いますが、リ

ーン・マネジメントを取り入れた建設改

革の会議というのが既に行われようと

しています。フィンランドのヘルシンキ

で来年の5月に行われるようです。この

ための学会までできています。この分野

は、日本は遅れているかもしれません。

これらの取組みを注視し、その成果も睨

みながら、日本でも取り組んでいく必要

があると感じているところです。 

 ただ、日本は、日本なりのやり方もあ

るかなと思っています。日本が得意な精

緻なマネジメントで無駄を減らす、そう

いうやり方もあると思っています。図－

４６は、図－３２と同じで、日本のイン

フラ整備の推移を表わしたグラフです。

明治以降、日本の近代インフラ整備で

は、設計を体系化して、基準を作り、さ

らに施工のマニュアルを整備して、それ

に従い工事を行えば、効率的にインフラを造ることができる仕組みを確立してきました。一律管理方

式といえると思います。そのお陰で、日本は一定品質のインフラを短期間で整備できたということは、

先ほども話ししたとおりです。 

 

図－４５ リーン建設会議の案内 

図－４６ 一律管理方式によるインフラ整備 
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 ただ、一律管理方式では、過剰の発生

を避けることができません。図－４７で

このことを説明します。この図は，現場

の施工条件や環境が変動することを表

しています。建築の作業だと比較的安定

しているかもしれませんが、土木の屋外

作業では、雨が降ったら工事ができない

など環境条件により作業性が影響を受

けます。この図では、施工条件や環境条

件が、上は悪い方、下は良い方とすると、

悪いときもあれば良いときもあるということを表しています。 

 施工計画の策定や設計の段階では、多少、条件が悪くても工事ができるようにということで、余裕

を見て設計や施工計画を立てます。設計時の安全率というのは、まさしくそのためものです。基礎の

設計では、地盤のＮ値を測って、Ｎ値に基づいて許容支持力を求めて、その許容支持力で上に建物を

乗せるかというと、そうではなくて、地盤の不均質性や諸々の事情でそれだけの許容支持力を持つこ

とができないかもしれないということで、安全率として3分の1を掛けて、3分の1しか荷重をかけ

ません。これはまさしく典型的な一律管理の方法です。条件が悪いときでも支障を来さないようにと

いうことで、余裕をもって設計や施工計画を立てます。 

 当然、条件が悪いときには、そうやって立てた施工計画や設計でいいのですが、現場の条件や環境

は、悪いときばかりではありません。すごく条件が良かったり、環境が良い時は、当初設定した設計

や施工条件で工事してしまうと、必要以上にインプットすることになります。それであれば、設計や

施工条件と実際の現場とのギャップを、キャッチして、その情報に基づいてインプットするエネルギ

ーや資材、労働力を調整することによって、必要最小限のインプットで所定の工事ができる、そんな

仕組みをつくることができるわけです。これが精緻なマネジメントの考え方です（図－４７）。 

図－４７ 変動が大きい建設分野の作業条件・環境 
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 随分前に、こういう考え方で実践した

実施工事例があります（図－４８、４

０）。もう20年くらい前の事例で、関西

国際空港の埋立て用の土を採取した現

場の話です。関西国際空港は海上を埋め

立ててつくった空港です。埋立てのため

の土は、大阪の南の阪南、和歌山の北の

加太、淡路島の洲本と、これから紹介す

る淡路島の北の津名、いまは市町村合併

で淡路市になっていますが、この4ヵ所

で山を削って採取しました。この土を土

運船で運んで、埋め立てて造ったのが関

西国際空港です。 

 津名の現場では、Ⅰ期島造成のとき、

昭和 63 年から平成 11 年の間に 2,500

万㎥、Ⅱ期島造成のときには11年から

14 年の 3 年間で、2,500 万㎥の土を採

取しました。図－５０に示すように、山

側で土を削って、クラッシャまで持って

きて、砕いた土をベルトコンベアで運ん

で、土運船に積み込んで関西国際空港ま

で持って行くという工事です。 

 図－５１が、ここで用いられた機械

で、油圧ショベル2台、ホイールローダ

ー2台、これが積込み機の役割を果たす

ので、同時に4ヵ所で土を掘削して、積

み込んで、クラッシャまで持っていく、

こういう作業を延々繰り返していたわ

けです。 

 硬岩が3割、軟岩だけれども、発破じ

図－４８ 大規模土砂採取プロジェクト 

図－４９ 大規模土工におけるICTの活用 

図－５０ 採土工事のプロセス 
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ゃないと砕けない軟岩が2割。軟岩なの

だけれども、大型重機で砕ける軟岩が3

割、土が2割ということです。土砂は取

りやすいので、土砂ばかりとっている

と、最後、岩しか残りせんので、最後の

方は、採土効率が落ちてきます。このた

め、一定期間、コンスタントに土を取る

ためには、どこの土をどう削るのかとい

う計画性も重要になってきます。 

 ここで、Ⅰ期島からⅡ期島の工事に移

る間に少し時間があったものですから、

Ⅱ期島用の採土工事では、重機に様々な

センサーをつけました。例えばＧＰＳ。

このときは、まだＧＰＳは高かったの

で、ＲＴＫはつけられなくて、ちょっと

精度は悪いですけれども、デファレンシ

ャルのＧＰＳをつけて、どの機械が現場

のどこを走っているかを把握しました。

また、ダンプには、重量計を取り付けて、

土を何トン積んでいるかや、クラッシャ

の電流をはかることによりその負荷を

計測し、ベルコン作業では運搬している土量を計測しました。要所、要所にはCCDカメラが取り付け

てあり、現場の映像が撮影され、それらの情報は、光ケーブルで、現場のメインのオフィスに集めら

れて、ここですべてのデータを処理して、出先の事務所のＰＣに現場の稼働状況に関するデータとし

て送られました（図－５２）。 

 このシステムを入れる前だと、例えば土運船に積み込もうとした土の品質が悪いということになっ

たら、いままでは、担当者の人が所長さんに電話して、「今日の土は粒径が大きいですよ。」みたいな

話をします。すつろ、所長さんはあちこちに電話して、何が起こっているのかという情報を把握して、

どこに原因があるのかを特定したら、次はこうしなさいという指示を出します。調査と指示に多くの

時間がかかっていました。それが、このシステムを入れると、どこかで異常が発見されたら、現場の

人たちみんなが同じデータベースの画像を同時に見て、現場全体の状況を把握し、どこに問題がある

図－５１ 採土工事で使用される建設機械 

図－５２ 工事で採用されたICTツール 
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のかをすぐに特定して、的確に改善して

いきました。 

 例えば、これは現場のベンチカットの

様子です。ここでは、10ｍの高さでベン

チを切っていきました。当時はまだ、い

まみたいな三次元測量技術はなかった

ものですから、現場の管理は 10ｍ×10

ｍ×10ｍ＝1,000 ㎥の土を一つのユニ

ットとして、このユニットの中に、いつ、

どんな機械で掘削したかや、発破のため

の削孔ピッチや薬量をはじめ、施工に関わる様々な情報をストックしていきました（図－５３）。 い

まだったら、三次元のデータファイルを使えば、もっとスマートにできると思いますが、こういう形

で管理していったわけです。 

 1,000㎥ということは、実は一つの積み込み機と2～3台のダンプトラックが1時間に処理すること

ができる土の量に相当します。このため１時間に１個、この10m真角のサイコロの土が各採土地から

出てくる、そんなイメージです。これを管理の単位として、データを分析して、柔軟な変更をして行

きました。 

 例えば、岩盤を掘削するために発破をかける場合、標準値だと、岩盤１㎥当たり 0.2ｋｇの爆薬を

使います。1 ユニット 1,000 ㎥を１㎥当たり 0.2ｋｇの薬量で発破して、崩れた土をダンプに積み込

んで、クラッシャに持って行って処理するわけです。図－５４でその説明をします。 

 先ほど言ったように1,000㎥の土を１ユニットとし、Ａ、Ｂ、Ｃという３つのサイトで掘削作業の

データを集めました。それぞれのサイ

トでは、岩盤1m3あたり0.2ｋｇの爆薬

を使いました。発破で崩された土をダ

ンプに積み込んで、クラッシャまで持

って行くのにかかった時間は、Ａのサ

イトでは 0.75 時間、Ｂのサイトでは

0.85時間、Ｃのサイトでは0.8時間で

した。先ほど説明したように各サイト

の土1,000m3は、1時間で処理する量で

す。もともと１時間で運ぶことを想定

図－５３ 施工情報の一元管理 

図－５４ 発破作業の最適化 
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していたわけですが、実際には0.75とか、0.85とか、0.8時間で運べたわけです。早く運べたからい

いではないかと思われるかもしれませんが、実は早く運んでも、クラッシャの能力に限界があるため、

結局、クラッシャのホッパの部分に土砂が山積みになって、そこから先、処理が進みません。それで

あれば、そんなに早く運ばなくて良いと言うことになります。 

 なぜそんなに早く運べたのということを分析していくと、実は細かく砕き過ぎているので、ダンプ

に早く積み込むことができているということがわかりました。それであれば、そんなに細かく砕かな

くていいよねという話になって、各サイトの運搬時間に合わせて爆薬の量を減らしていきました。そ

の結果、Ａ、Ｂ、Cのいずれのサイトでも、ほぼ１時間で土砂を搬出することができました。 

 このような形で、現場の状況に応じて施工方法を柔軟に見直していったわけです。図－５５は、こ

のシステムの導入効果を現しています。日出荷量で2割増加しました。さらに環境負荷を大幅に削減

することに成功しました。クラッシャは

目いっぱい使うので、電力量は減ってい

ませんが、重機は必要最小限の使い方を

することにより、燃料消費が25％削減さ

れました。また、発破も、先ほどご説明

したように現場の状況に応じて火薬の量

を調整した結果、60％も削減することが

できました。結果として、ＣＯ２の排出量

に換算すると、トータルとして約 24%の

環境負荷を削減することに成功しまし

た。 

 一般製造業の人たちの集まりで、こう

いう話をすると、なぜ建設分野はこんな

マジックのようなことができるのだと

言われます。彼らはＣＯ２を減らすため

には、これまでに乾いた雑巾を絞るよう

にして努力しておられ、それ以上、ＣＯ

２を減らそうと思うと、生産性を下げる

か、高いお金を出して省エネ型の機械を

新たに導入するしかないわけです。 

 しかし、建設業は結構、減らすことが

図－５５ ICTの導入効果 

図－５６ ２１世紀型のインフラ整備 
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できます。それはなぜかというと、先ほども言ったように、建設工事では、不確定要因が多いため、

余裕を見て、計画や施工方法を決めているので、現場の状況に合わせて、それを柔軟に見直してやれ

ば、生産性向上と環境負荷低減を両立していくことができるということです。 

 20世紀型のインフラ整備は、先ほど見ていただいたように、一律管理で設計、施工を行ってきまし

た。21世紀型は、決して基準やマニュアルを否定するものではありませんが、基準やマニュアルは標

準として押さえつつも、現場の状況に応じて個別に精緻化していく、そんな時代になってくるのでは

ないかなと思っています（図－５７）。 

 例えば、これもよく使う事例ですけれども、牛乳には消費期限というのがあります。あれはすごく

判りやすい基準で、牛乳にプリントしてある消費期限を見れば、子供ですら、その牛乳を飲んでいい

かどうかわかります。でも、消費期限を１日超えた牛乳が飲めないかというと、冷蔵庫に置いておい

たら大丈夫でしょうね。夏場、外へ出しておいたらちょっと危ないかもしれませんが、冷蔵庫に入れ

ておいたら、大丈夫でしょう。でも、お店の人は消費期限を超えた牛乳は売れないから、捨てないと

いけないですね。それはすごくもったいない話で、消費期限を超えた牛乳があったら、センサーで、

傷んでいないかとか、味が変わっていないかとか、そういうことを調べて、その結果に応じて、その

まま飲むか、温めて飲むか、加工するか、捨てるかという選択肢ができていったらいいでしょうね。

そういった精緻なマネジメントをしていくことによって、過剰を減らして、資源を有効利用していっ

て、生産性を上げていくという方向性を日本の建設業はこれからとっていってもいいのではないかな

と思っています。 

 精緻なマネジメントは、やはり技術者

が判断すべきです。技術者が判断するた

めには何が必要かというと、良い情報で

す。現場の状況に関する質・量とも適切

な情報。たくさんある必要はなく、的確

な情報が必要量あればいいわけです。こ

れまでの経緯に関する情報、将来の見通

しに関する情報、インフラだけでなく人

口、社会動態、いろんな総合的な情報が

あって、それに基づいて技術者が適切な

判断をできるような仕組みを作っていく必要があると思っています（図－５７）。 

 i-Constructionでは、そういう意味で、コンソーシアムを作って、いろんな情報を共有して総合的

に使っていく、というようなことを想定しておられると思います。これもSociety 5.0の一つの形だ

図－５７ インフラ整備も精緻なマネジメントに向けて
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と思っています（図－５８）。 

 具体的にどのようなことをすべきか

というと、神戸大学の飯塚先生という人

がすでに取り組んでいます。飯塚先生

は、土木の解析屋さんなのですけれど

も、彼がいまやろうとしているのは、都

市の丸ごとシミュレーションです。神戸

市なら神戸市を、丸ごとシミュレーショ

ンし、阪神大震災のような災害が起こっ

たら何が起こるのかということを、全て

精緻に予測して、防災対策や災害が起こ

ったときの対策検討を行うことのでき

る仕組み作りを行っています（図－５

９）。 

 インフラのメンテナンスも同様です。

インフラカルテのようなものをつくっ

て、どの時点で、どのインフラが劣化し

て行くかを、経年変化だけでなく、人口

や使い方などの条件を考慮して、長期的

なシミュレーションで予測し、それに基

づいてメンテナンスの最適化を図る手

法の構築に取り組んでいます。 

 こういうものが高度化していけば、我々はこういう情報を使いながら、より良い判断を行い、精緻

なマネジメントができていくのではないかと思っています。こういうところを目指していけばいいの

かなと思っています。 

 というのが「無駄の削減・精緻なマネジメント」という話です。ご紹介したように海外ではリーン・

マネジメントが動き出しており、日本もこれに取り組んで行くべきだと思いますが、日本はさらに精

緻なマネジメントという考え方も取り入れてもいいのではないかということで話をさせて頂きました。 

図－５８ i-Constructionにおける統括的マネジメント

図－５９ 街の丸ごとシミュレーション 
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2つ目の方向性は、３Ｄ技術を活用し

て、インフラ整備でもデザイン性を豊富

化させましょうという話です。 

図－６１は、2011年、8年前に、北海

道電力の京極ダムの上ダム建設現場を

見学させて頂いたときの写真です。夜

は、夜間電力を使って上流の上ダムに水

を揚げて、昼は上ダムから水を落として

発電するという揚水発電用のダムの一

部です。貯水池の底にある取水口が水を

落とすところだと思うのですが、水をそ

れこそ一滴でも有効に使うために、滑ら

かな湾局面で水がスムーズに流れるよ

うな形状をつくろうということで、こう

いう曲線施工を入れられていました。こ

こでは丁張を使わずに、当時、動き出し

たばかりのＩＣＴを駆使して、三次元施

工で行われたという事例です。こういう

ことができるような時代になってきて

いると思っています（図－６１、６２）。 

 実は我々も 2002 年に法面の設計で、

そういうことを考えていました。道路の

法面は画一的で、直線的な形状が多いで

すよね。これを、真っ直ぐではなくても

いいのではないかと考え、当時、私の研

究室に在籍していた修士の木原さんとい

うマスターの学生に、最適な法面形状を

考えてもらいました。当然、力学的に安

定でなくてはならないので計算で力学的

に安定な法面形状を算出してもらった

ら、凹型形状になりました（図－６４）。    

図－６０ 建設改革の方向性：デザイン性の導入 

図－６１ ３Dデザインを活かした施工例（京極ダム）

図－６２ ３Dデザインを活かしたダム建設 
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 富士山だって、横から見ると凹面形

状をしています。実は、力学的に安定な

形というのは凹型形状なのです。でも、

施工上、造り易いから真っ直ぐ切って

しまうのですね。 

凹型形状にすると、いろんなメリッ

トがあります。例えば、道路を拡幅する

ときに、普通だったら、拡幅して、擁壁

で支えますから、擁壁が大きくなって

しまいます。でも凹型形状にすると、擁

壁は、小さくてすみます。 

 また、図－６４に示すように、横断方

向だけでなく、道路の縦断方向にも凹凸

つけて、そこに木を植えることによっ

て、法面のイメージを変えられるのでは

ないかという議論をしていたのですが、

2002 年の当時はまだ３ＤデータとＩＣ

Ｔ施工を使って、こういうことが簡単に

できるよという時代ではなかったので、

こういうことが将来できるといいねと

いうことで終わっていました。多分、い

まの技術を使えば、こういうことも簡単

にできるでしょうね。 

 こういう話を、（株）共栄測量設計社

の常田さんが、ずっと以前からされてい

ます。常田さんは 1993 年に「戸倉宿キ

ティーパーク」という公園を造られたの

ですが、そのときに曲線、曲面の設計を

随分入れられて、景観に優れた、ユニー

クな公園に仕上げられました（図－６

５）。 

図－６３ 凹型法面形状の提案 

図－６４ 景観を考慮した法面デザイン 

図－６５ 戸倉公園のデザイン性 
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 当時は、いまの３Ｄなどの技術はなか

ったので、随分、苦労されたようです。

図面を一枚一枚起こしながら、各断面の

横断図、縦断図を作り、それに基づいて

丁張を打って、苦労して工事をしたとい

う話をされていました。 

 局面の施工を行うために、自分で「Ｅ

三」という独自のマシンガイダンスのシ

ステムを開発されました。これも使いな

がら、複雑な出来形の施工を成し遂げら

れました（図－６６）。 

 最近は、図－６７に示すように、道路

デザイン指針でも、自然との共生を目指

すアースデザインの考え方が提唱され

てきています。インフラ構造物は、機能

優先で、画一的になりがちですが、３Ｄ

で様々な形につくることができるよう

になってきましたので、デザイン性をも

っと入れていってもいいのではと思っ

ています。 

 図－６８は、何かお判かりになります

か。実は、滋賀の甲賀市というところに

ある青土ダム、ロックフィルダムの一部

なのですが（図－６９）、このダムの常

用洪水吐です。常用洪水吐が、写真のよ

うなロート状の形をしていて、ここに流

れ落ちる水は白滝の様相を呈して、非常

にきれいな景観を見せてくれています。 

 このダムができたのは1988 年ですか

ら、当時は、まだ３Ｄの設計方法などな

かった時代だと思います。このため、当

図－６６ 自家製MGマシンによる３D施工 

図－６８ デザイン性を重視したダムの常用洪水吐 

図－６７ 景観性を重視した道路デザイン指針 
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時の技術者の方々は、二次元の図面を駆

使して、随分苦労してつくられたと想像

しています。３Ｄの設計や施工方法を活

用すると、こういう複雑な構造物も自由

に造っていくことができるようになり

ます。 

これからのインフラは、デザイン的に

ももっとユニークな要素を入れていっ

てもいいのではないかと思っています。

というのが二つ目の方向性です。 

 

 三つ目は、「担い手に多様性の積極的

導入」の話です。この話はいろんなとこ

ろで紹介させていただいていますので、

何度も聞いていただいた方もおいでに

なると思うのですが、これは大分県の

（株）ＫＯＩＳＨＩという測量会社さん

の話です。ここの社長さん、すごくおも

しろい方で、昔から先進的な測量技術を

取り入れて、新しい測量をやっておられ

ます（図－７０）。 

 ここの社員さんの半分ぐらいは女性です。かつ、その多くが地元のお母さん方なのです。子供さん

が小学校へ上がって、子育てから少し手が空いたお母さん方に集まってもらって、ＣＡＤを覚えても

らい、この人たちに仕事をしてもらっているのです。みんなが、３Ｄ ＣＡＤを使えるようになるかと

いうと、そうでもないだろうと思いますが、結構、使える方もおられるようです。 

これまでだと、現場で技術者の人が測量し、現場が終わると事務所へ帰って、そのデータを整理し

て、自分でデータセットを作らないといけなかったのですが、いまでは、事務所でのデータの整理や

データセットの作成は、このお母さん方がしてくれるようになりました。このため、技術者の人は、

浮いた時間を使って、さらに多くの現場を見るとか、あるいは現場をより深く見ることができるよう

になったわけです。結果として、会社全体として生産性が上がっていったわけです。 

 このお母さん方というのは、いままで決して建設に関わることはなかった人たちです。でもＩＣＴ

図－６９ デザイン性を重視した青土ダム 

図－７０ 担い手の多様化事例（ＫＯＩＳＨＩ） 
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というツールを入れることによって、この人たちも建設というフィールドで仕事をして貰えるように

なったということです。 

 さらに、ＩＣＴを活用すると、いろん

な人が建設に入ってこられます。これ

は最近、接した中では一番おもしろい

事例です。図－７１は名古屋の屋根工

事屋さんの話です。瓦屋さんです。屋根

工事というのは、職人さんが行います。

例えば「自宅の屋根を葺き替えてく

れ。」とお願いしたら、職人さんが来て、

屋根の寸法を測り、瓦の枚数を計算し

て、瓦を発注して、瓦が来たら、それを

持って上がって瓦を並べていきます。

屋根の端で、瓦が合わない箇所は、瓦を

切らなければなりません。そういう作

業を全部、職人さんがやります。高所の

作業で非常に危険です。結構、過酷な仕

事でもあるので、後継者のなり手がな

くて、課題が多い職種です。かつ、職人

さんが全部やるものですから、一つの

屋根を葺くのに、結構、時間がかかりま

す。災害や何かで屋根が傷んで、「葺き

替えてくれ。」と言っても、なかなか修

理に来てくれません。下手したら、１年ぐらい待たなければならず、ブルーシートが掛かったままの

家もあります。あれは、こういう事情があるからです。 

このままではやっていけないということで、この瓦屋さんでは、仕事のやり方を替えられました。

図－７２にその方法を示します。まず屋根の測量はドローンを使って行います。ドローンを上げて、

屋根の上から写真測量の原理で三次元測量するわけです。ドローンを使えないときは、何か他の方法

で上空から測量して、三次元測量します。 

屋根の三次元データがわかると、次に、その屋根の上に、３Ｄ ＣＡＤを使って、瓦を一枚一枚並べ

ていくシミュレーションを行います。そうすると、どの形のどの大きさの瓦が何枚要るか、端の部分

図－７１ 職人に依存する屋根工事 

図－７２ 担い手の多様化による新しい屋根工事 
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はどう切らないといけないのか、全部データとして出てきます。そうすると、瓦を事前に工場で所定

の形に切断しておくことができます。このようにして完璧に準備した瓦のセットを屋根の上に持って

上がり、最後は職人さんが瓦を並べて葺くわけです。 

この方法だと、職人さんの仕事は最後の瓦を葺くところだけです。その他の仕事は、他の人が全部

やってくれます。ドローン測量はドローンが得意な人がやります。材料の加工は障害者の人を雇って

やってもらっているそうです。障害者の人は、こう切ってくださいというと、きれいにきっちり仕事

をしてくれるそうです。 

 あと、ＣＡＤは、実はＣＡＤオペレータは、日本では不足しています。雇用できたとしても、コス

トがかかりがちです。そこでこの会社では、フィリピンに学校を作り、ＣＡＤオペレータを養成して、

そこで仕事をしています。なぜフィリピンかというと、フィリピンの人は英語が話せます。ＣＡＤの

ソフトは、海外のソフトが多いのですが、それらのマニュアルは英語で書かれています。英語で勉強

したほうが圧倒的に早くＣＡＤを覚えることができて、うまく使えます。日本語のマニュアルもある

のですが、全部ある和訳されているわけでもありません。このため、日本語で勉強するよりも英語で

勉強するほうが効率が良いということが判ってきて、フィリピンの高校を出た生徒たちにＣＡＤを教

えて、向こうでシミュレーションのデータを作って、それを送ってもらっています。 

 フィリピンのＣＡＤオペレータであったり、障害者の人であったり、この人たちは、これまで屋根

工事に全く関わっていなかった人たちです。これもＩＣＴを使うことによって、新たな担い手を確保

して、仕事の方法を替えることに成功した事例です。 

 さらに日本のローカルの企業の中には、日本の学校に留学している外国人留学生を雇用するところ

が、出てきています。図－７３は、アブドゥさんというエジプトの人なのですけれども、日本に留学

していて、そのまま愛知県小牧市の可児

建設（株）というところに就職されまし

た。この横にいる人達は、インドネシア

の人なのですけれども、インターンシッ

プを含めると、常時、2，3人の外国人が

います。なぜ、この会社は、外国人を雇

ったかというと、彼らは日本人よりも優

れたところがあるからです。この人たち

に、日本人と同じように「現場に行って

何々をしてこい」、ということを言った

ら駄目なのですね。日本語も、そんなに

図－７３ 外国人技術者が活躍する地方企業 
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流暢ではないし、日本人の技術者と同じ仕事をして貰おうと思ったらうまくできないかもしれません

が、この人たちは、コンピューターのスキルに異様に長けています。 

 海外の学生さんの中には、ＣＡＤを使える人が多いようです。日本に来る前にＣＡＤを覚えてきて

いる人が多いようです。ＣＡＤが使えて、かつＰＣを非常にうまく使います。かつ英語ができるので、

検索能力たるや、すごい能力を発揮します。例えば、「こういうデータ処理をしておいて。」と依頼し

たら、ネット検索で使いやすいフリーのソフトを探してきて、あっという間に華麗に処理した結果を

出してくれます。 

 インターネット検索というのは、英語でやるほうが日本語でやるより、遙かに豊富な情報が集まり

ます。何百倍、何千倍という、良い情報を集められます。彼らは、そういう情報をうまく使って様々

なデータを処理することができます。アブドゥさんもそういう形で仕事をしてくれています。 

 PC関係の仕事を彼がやって、ほかの現場の仕事は日本人の人たちがやる。そういう分業体制をとる 

ことによって、会社としては、いままでできなかったことができるようになっているようです。これ

も、ＩＣＴを使って、新しい方法を取り入れることによって、いままで関わってこなかった人たちに

仕事をしてもらえるような仕組みを作っている事例です。 

 このほか、建設関係のローカルの企業さんでは、実習生を受け入れて、働いてもらっているところ

が出てきています。いま、巷でニュースになっているような技能実習生をこき使ってどうこうという

話ではなくて、本当にいい仕事をしてもらうことにより、有能な実習生がその会社に就職したいと思

うような事例も増えてきているようです。望ましい関係を実にうまく作っておられます。 

 多様な担い手確保に関して、これまでお話しした内容をイメージとして表すと図－７４のような感

じです。いままで技術者・専門工・作業

員の人たちがやっていた仕事のうち、

一部はＩＣＴを取り入れることによっ

て省力化できますが、それとともに、Ｉ

ＣＴを使うことによって、いままで建

設に関わらなかった人たちにも仕事を

担ってもらえるようになったというこ

とです。そうすると、本来、必要な仕事

は技術者・専門工・作業員の人たちにや

って貰わなければいけないのですけれ

ども、その人たちにやって貰える仕事

というのは、大幅に減らしていくことができます。そういう意味で、ジェンダーとか、国籍とか、年

図－７４ 担い手の多様化による組織改革 
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齢とか、職種の枠を超えて、いろんな人たちが働く産業に変わっていくべきだなと思っています。 

 

 「次世代の建設の理想像」を改めて示

させて頂きますと、図－７５のように最

前線の現場レベルから、総合的な建設シ

ステムまで、様々なレベルでいろんなイ

ノベーションが起こる、そういう産業に

なっていくべきだと思っています。誰も

が一段上を目指して試行する産業、失敗

を責めるよりも挑戦を評価する産業に

なってほしい。異分野とのコラボレーシ

ョンを積極的に推進して、多様性を重視

する産業。さらに、最後にご紹介したように、ジェンダー、国籍、年齢、職種などの枠を超えて、い

ろんな人たちが生き生きと働く、そういうダイバーシティあふれる産業に、建設業はなってほしいと

思っています。 

 皆さんが次の建設システムを作っていかれると思います。ぜひ、いろんなトライアルをして、次の

建設をつくって頂だきたいと思います。ということで、私の話はこれで終わらせていただこうと思い

ます。御清聴、どうもありがとうございました（図－７６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

図－７５ 次世代建設の理想像（私見） 

図－７６ おわりに 


